
【基本姿勢】

【重点課題】
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防災力・減災力の向上

　近年の大震災や異常気象による風水害等、種々の災害により、各地で甚大な被害が発生
しており、防災・減災対策に関する事業や取組の拡充が喫緊の課題となっています。
　防災・減災対策にあたっては、継続して市民の防災意識の醸成に取り組みながら、自主
的な防災活動に対する支援や充実を図る必要があります。また、関係機関、市民及び事業
所と相互に連携・協力し、地域の防災力・減災力の向上を図ることが重要であることか
ら、災害時応援協定などによる連携強化に取り組みます。
　市防災行政無線などのハード面の整備については、技術革新に注視しつつ、設備の老朽
化や適正配置の検証とともに、より充実した防災情報等を市民に提供できるよう体制整備
を図ります。
　防犯対策としては、女性・子ども・高齢者が安心して暮らせるまちの実現を目指し、地
域防犯活動を支援するなど防犯体制を強化することで、市民の防犯意識の高揚や活動の活
性化を図ります。また、公共施設等への防犯カメラの設置などハード面の整備を進めると
ともに、防犯目的でのドライブレコーダーのさらなる普及を推進することにより、地域の
見守りの目を増やし、市全域の防犯環境を整えることで、さらなる防犯力の向上に努めま
す。

【達成度について】
A：達成　　（設定した目標を達成することができた。）
B：一部達成（設定した目標の一部のみ達成することができた。）

平成30年度各部の重点取組の取組結果

部(局)名 総務部　危機管理室

部(局)長名 清水　康司

Ａ

防犯力の向上 Ａ

C：未達成 　 （目標達成に向け取り組んだものの、目標達成には至らなかった。）

重点課題
平成３０年度

達成状況

災害情報伝達手段の強化 Ａ

災害対応力の強化 Ａ
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部(局)名 総務部　危機管理室

重点課題 1 災害情報伝達手段の強化
全体の達成度

A目指すべき方向
（中期的な目標）

　災害に備えて市民への情報伝達手段の向上を進めます。

達成

活動目標 具体的な取組実績

　屋外拡声器等の防災システム
を訓練で活用し、災害対応力の
向上を図ります。 →

　大阪府北部地震や台風21号等の災害対応におい
ても、屋外拡声器等の防災システムを活用した情報
伝達を行いました。

　防災情報システム等を活用し
た訓　練の実施等により、災害
時に迅速かつ的確に情報収集・
共有・伝達ができる体制を強化
します。

→
　大阪府北部地震や台風21号等の災害対応におい
ても、防災情報システムを活用することができまし
た。また、全部局で被害状況等をシステムに登録す
る訓練を行いました。

A

達成

↓ ↓
達成目標 達成状況 達成度

総合評価・総括

　平成27年度から水害の危険性の高い南部地域及び土砂災害の危険性が高い中部地域を中心
に、平成30年度までの4年間で市防災行政無線の屋外拡声器を増設したほか、自然災害やＪア
ラートによる緊急情報をいち早く児童・生徒に知らせ、身の安全を確保できるよう、市防災行政
無線の戸別受信機と各小中学校の校内放送設備を連動させる設備を平成29年度から平成30年度
までの2年間で全校に設置することで、より迅速かつ的確に防災情報を市民に伝える環境を整え
ました。
　また、「吹田市防災情報システム」では、発災直後の混乱期に、市内の被災状況を、市職員が
情報収集・共有することができるほか、災害初期以降の市内各地域の避難所情報を集約し、市災
害対策本部と情報伝達・連携ができ、復旧復興までの対応を支援するシステムであり、災害時に
も一部活用することができました。
　今後、平成30年に発生した自然災害への対応の課題を踏まえて、新たな情報発信ツールの研
究や地域団体等への情報伝達など、さらなる災害情報伝達体制の整備を図ります。

　可聴空白地域の減少を目指
し、市防災行政無線の屋外拡声
器の増設を進めると共に、市内
小中学校の学校放送設備を活用
した緊急情報伝達手段の整備を
進め、情報伝達力の向上に取り
組みます。

→
　屋外拡声器を３か所増設するととも
に、市内小中学校の学校放送設備との連
動工事を全て完了しました。

A

達成

　防災情報システム等の活用力
の向上により、災害対応力の強
化に努めます。 →

　訓練の実施等により、職員のシステム
操作の習熟度が増すことで、災害時にも
有効に活用できる体制を強化していま
す。
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部(局)名 総務部　危機管理室

重点課題 2 災害対応力の強化
全体の達成度

A目指すべき方向
（中期的な目標）

　大規模災害発生時の対応力の強化及び民間企業や大学等と
の連携強化を図ります。

達成

活動目標 具体的な取組実績

　災害時の応急対策の円滑化を
さらに進め、BCP（業務継続計
画）と連動する受援計画の策定
に取り組みます。

→ 　平成30年12月に「吹田市受援計画」を策定しま
した。

　大学のあるまちを活かした防
災体制を検討します。 →

　9月の吹田市地域防災総合訓練において、災害時
応援協定を締結している大学と連携を確認できるよ
うな内容を盛り込み実施しました。

　吹田市地域防災計画、ＢＣＰ
に基づく検証訓練を実施しま
す。 →

　１月の吹田市一斉合同防災訓練では、地域防災計
画の役割やBCP・受援計画の独自訓練において、吹
田市受援計画を検証できるような内容とし、実施し
ました。

↓ ↓
達成目標 達成状況 達成度

　災害時の応急体制を強化する
ため、庁内外関係機関との協議
調整を行い、BCPと連動する受
援計画を策定します。

→ 　平成30年12月に「吹田市受援計画」
の策定及びBCPの修正を行いました。

A

達成

　災害発生時に備えて民間企業
や大学等との災害時応援協定の
締結を進めます。 →

　災害時における物資の提供や飲料水の
供給、仮設トイレの設置協力等につい
て、災害時応援協定を締結しました。

A
達成

　地域防災計画及びBCPについ
て、より実効性の高い計画とな
るよう検証訓練を重ね、ＰＤＣ
Ａによるスパイラルアップに努
めます。

→
　平成30年の自然災害等を受け、BCP
における各室課の応急業務を修正しまし
た。また、１月に実施した訓練において
は、地域防災計画やBCPなどの検証がで
きる内容とし、各部の災害対応力の向上
に取り組みました。

A

達成
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　大規模災害時には大量の非常時優先業務が発生し、それに対応する職員や物資が不足すること
が「吹田市業務継続計画」（平成30年3月）の作成により明らかとなりました。また、過去の災
害において、被災自治体は受入体制が調整できず、外部からの応援を十分に活用できない事態が
発生しました。
　これらの教訓を踏まえ、受援に関する『体制・手続き・業務』を明確にして、災害時の外部応
援を円滑に受入れ、最大限活用することで、災害からの早期復旧を図ることを目的とし、平成
30年12月に「吹田市受援計画」を策定しました。また、受援計画の内容と大阪府北部地震の教
訓を反映し、「吹田市業務継続計画」を修正しました。
　平成31年1月の吹田市一斉合同防災訓練の独自訓練において、これらの計画の検証も盛り込ん
だ内容を実施しました。今後も各室課の行動計画や「吹田市地域防災計画」の見直しを継続的に
実施し、より実効性を高めていくことが必要です。
　また、民間企業や大学等と連携して災害対応の体制を強化するため、今後とも災害時応援協定
の締結をすすめます。

総合評価・総括
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部(局)名 総務部　危機管理室

重点課題 3 防災力・減災力の向上
全体の達成度

A目指すべき方向
（中期的な目標）

　市民一人ひとりの防災・減災力の向上を図ります。

達成

A

達成

活動目標 具体的な取組実績

　自主防災組織の結成促進や地
域防災リーダーの育成及び能力
向上に努めます。 →

　新たに結成した自主防災組織に対し救助用資機材
を給付しました。また、自主防災組織の活性化を図
ることを目的として地域防災リーダー育成等の講習
会を開催しました。

　防災講座や訓練の充実を図り
ます。 → 　昨年度の66回に対して、地域での防災講座及び

訓練を88回実施しました。

A

達成

↓ ↓
達成目標 達成状況 達成度

　自主防災組織の結成支援とし
て救助用資機材の配備を進めま
す。 → 　自主防災組織７団体に対し、新たに救

助用資機材を給付し、配備しました。

総合評価・総括

　自主防災組織へ結成時に救助用資機材を給付したり、「地域防災リーダー育成講習」や「地域
防災リーダーフォローアップ講習」を通じて、地域で防災に関する活動をされる方の育成や、組
織の結成・活動の活性化に関する支援を行っており、引き続き、連合自治会単位及び単一自治
会、マンション管理組合等単位の自主防災組織結成の促進に取り組みます。
　また、市民一人ひとりの防災意識の向上を図るため、地域での防災講座の実施や、防災イベン
トにも参加し、防災に関する啓発を行いました。
　平成30年の地震や大型台風等の経験を踏まえ、防災に対する市民の関心が強くなっているこ
の機会をとらえ、今後もこのような取り組みを継続し、市民一人ひとりの意識向上から地域防災
力の向上に繋げていく必要があります。

　地域防災リーダー育成講習や
研修を開催するとともに、リー
ダーの活躍の場となる自主防災
組織の結成促進に努めます。 →

　平成31年2月に地域防災リーダー育成
講習を開催し、41名が受講しました。
また、自主防災組織が連合自治会単位で
1組織、単一自治会等は8組織結成さ
れ、各々計25組織、計277組織となり
ました。

A

達成

　「やってみる」をキーワード
に参加者が主体的に防災につい
て考える機会として、防災クッ
キングやHUG（避難所運営ゲー
ム）、地域防災マップ作り等の
体験型ワークショップを開催し
ます。

→
　参加者が主体的に防災について考える
機会として、防災クッキングを1回、ま
た、HUG（避難所運営ゲーム）を６
回、DIG（災害図上訓練）を１回実施し
ました。
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部(局)名 総務部　危機管理室

重点課題 4 防犯力の向上
全体の達成度

A目指すべき方向
（中期的な目標）

　犯罪を許さない気運の醸成、市民一人ひとりの防犯意識の
高揚を図ります。

達成

活動目標 具体的な取組実績

　吹田警察署と連携し、防犯講
座を実施するなど積極的に地域
の防犯活動の活性化に寄与する
取り組みを進めます。

→
　吹田警察署と連携しながら、防犯講座（年７回
170名受講）や児童防犯講座（年5回171名受講）
を実施しました。

　市、警察、防犯ボランティア
との連携を図り、防犯体制の強
化を図ります。 →

　地域青色防犯パトロール団体や吹田防犯協議会、
地域防犯パトロール活動団体への活動支援を実施し
ました。また、吹田警察と連絡会を開催し（2回開
催）、意見交換など情報共有を行いました。

　公共施設等への防犯カメラの
設置やドライブレコーダーの普
及促進を進め、見守りの目を増
やします。

→

　防犯カメラを12小学校区に各15台の設置を行
い、全小学校区への設置が完了しました。また、
JR岸辺駅・南吹田駅周辺地区に11台設置しまし
た。ドライブレコーダーについては、全公用車への
設置を完了するとともに、市内企業に対しては設置
補助（30台）を行い、ドライブレコーダーを活用
した見守り協力者に対しては、協力車ステッカーを
交付（38枚）しました。

↓ ↓
達成目標 達成状況 達成度

　市民一人ひとりの防犯意識の
高揚を図るとともに、地域防犯
活動への参加促進や活動の活性
化を進めます。

→

　安心安全の都市（まち）づくり講習会
や児童防犯講座等を実施し、市民一人ひ
とりの防犯意識の向上を図りました。ま
た、「安心安全の都市（まち）づくり市
民会議」を開催し、市民、企業、各種団
体が約700人集い、「安心安全の都市
（まち）づくり宣言」の趣旨を再確認
し、各々の活動をとおして安心安全の都
市（まち）づくりに取り組みました。

A

達成

　市・警察・地域とそれぞれの
役割を確認しながら、市の防犯
体制の強化や地域に対し必要な
支援を実施します。

→
　安まちメール等の防犯情報を活用した
市青色防犯パトロールを実施しました。
また、地域青色防犯パトロール活動や防
犯ボランティアに対する支援などを通じ
て、地域の防犯体制の強化に努めまし
た。

A

達成

　地域の見守りの目を増やし、
地域の防犯活動を支援するとと
もに、防犯力を向上させます。 →

　吹田警察署、吹田防犯協議会、地域の
方々との連携に加えて、公共施設等への
防犯カメラの設置とドライブレコーダー
の普及促進により地域の見守りの目を増
やし防犯力を向上させました。

A

達成
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　平成30年度末現在、地域防犯パトロール組織は、前年度より２団体増え３7団体1,221名、
地域青色防犯パトロール隊として1１団体32台をはじめ、各地域の防犯活動団体（自治会、青少
年指導委員会、ＰＴＡなど）による地域防犯活動を実施していただいています。
  また、防犯カメラにつきましては、３か年計画の最終年で、562台の設置が完了し、ドライブ
レコーダーによる見守りにつきましても、事業実施の29年度から２か年で、428台の見守り協
力車に協力いただいています。
　こういった地域における日々の防犯活動の積み重ねと防犯環境の整備が、安心安全のまちづく
りを進めるにあたっては効果的であり、犯罪認知件数の減少につながっていると考えています。
　しかし、子ども・女性などに対する声かけや性犯罪等重大事件につながるような事案が後を絶
たないことから、今後も防犯目的でのドライブレコーダーによる地域の見守りの目を増やすな
ど、市全域の防犯力を向上させる、より効果的な施策を進めていく必要があります。

総合評価・総括
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